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資料１ 目標管理型の政策評価とは（１）定義

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号）第６条第２項第６号に
定める「事後評価の対象としようとする政策」に係る評価のうち「政策評価に関する基本方
針」（平成17年12月16日閣議決定。以下「基本方針」という。）の別紙に定める実績評価方
式を用いた政策評価及びあらかじめ設定された目標の達成度合いについて評価する内容
を含む、いわゆる「施策」レベルの政策の事後評価

「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）

政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、政策の目的と手段の対
応関係を明示しつつ、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに対する
実績を定期的・継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における
取組や最終的な実績等を総括し､目標の達成度合いについて評価する方式

［参考］基本方針（別紙）［実績評価方式］

１



資料１ 目標管理型の政策評価とは（２）対象とする政策

２

行政機関名 対象

内閣府 内閣府本府の主要な行政目的に係る政策（狭義）

公正取引委員会
法違反行為に対する措置等継続的に実施することが予定されており、目標に対してどのような実績が挙がっているか
を定期的に測定する必要がある施策等

国家公安委員会・警察庁 基本計画第６の５に掲げられた政策のうち、（１）から（７）まで

特定個人情報保護委員会 当委員会の任務を遂行するために実施する主要な政策

金融庁 金融庁の任務を達成するために重要な政策

消費者庁 消費者庁の主要な行政目的に係る政策（狭義）

復興庁   復興庁の主要な行政目的に係る政策（狭義）

総務省 総務省の主要な政策

公害等調整委員会 当委員会の任務を遂行するために実施する主要な政策

法務省 法務省の当面の重要施策

外務省 政策評価体系に示す全ての政策

財務省 財務省の主要な政策分野全て

文部科学省 「文部科学省の使命と政策目標」に掲げる文部科学省の所管行政に係る政策

厚生労働省 基本計画における政策体系のうち、基本目標Ⅰ～Ⅻまで

農林水産省 農政、林政及び水産行政に係る主要施策の全て

経済産業省 経済産業省の行政分野全般

国土交通省 国土交通省の主要な行政目的に係る政策

環境省 環境省が行う主要な政策の全て

原子力規制委員会 原子力規制委員会が行う主要な政策の全て

防衛省 政策体系に示す全ての施策

（注１）各行政機関の基本計画等に基づき、総務省が作成した。
（注２）宮内庁は、事業評価方式による評価を基本としており、目標管理型の政策評価を実施していない。



資料１ 目標管理型の政策評価とは（３）政策体系と達成すべき目標・測定指標の関係

３

達成すべき目標として、政策効果に着目し、

「いつまでに、何について、どのようなこと
を実現するのか」を設定

達成すべき目標は、様々な要素を含めて
設定されるため、具体的な達成水準を

一義的に示すことは実際には困難

関連した測定指標を用いて
測定指標ごとに達成水準を

示すことが必要

測定指標の目標値と実績値を比較し、
測定指標の達成・未達成を判断

25年度 25年度

実績値 目標値

① □□の数 50,000 45,000 達成

② ××率 50% 80% 未達成

達成/未達成＜施策目標＞

（達成すべき目標）

△△環境の整備

･･･

＜政策＞ ○○社会の実現

＜行政事業レビュー番号○○＞

◇◇事業

☆☆税制

▽▽法

･･･

＜測定指標＞ ＜達成手段（事務事業など）＞



資料１ 目標管理型の政策評価とは（４）目標達成度合いの測定結果に係る各行政機関共通区分

(時間)評価実施

目
標

(

達
成
度)

目標超過達成
（指：○or◎、主指：◎）

目標達成
（指：○or◎、主指：○）

相当程度進展あり
指：一部×、主指：≒○
現取組継続→達成近い

進展が大きくない
指：一部×、主指：≠○
現取組継続→達成遠い

目標に向かっていない
（主指：全or一部×、進展なし）

＜５区分のイメージ＞＜各行政機関共通区分＞

指…測定指標 主指…主要な測定指標

○…達成  ◎…大幅に上回って達成

×…未達成
≒○ ： 達成に近い未達成
≠○ ： 達成に近くない未達成

４

①目標超過達成

全ての測定指標で目標が達成され、
かつ、測定指標の主要なものが目標
を大幅に上回って達成されたと認め
られるもの

②目標達成

全ての測定指標で目標が達成され、
かつ、測定指標の主要なものが目標
を大幅に上回って達成されたと認め
られないもの

③相当程度進展あり

一部又は全部の測定指標で目標が
達成されなかったが、主要な測定指
標はおおむね目標に近い実績を示す
など、現行の取組を継続した場合、相
当な期間を要さずに目標達成が可能
であると考えられるもの

④進展が大きくない

一部又は全部の測定指標で目標が
達成されず、主要な測定指標につい
ても目標に近い実績を示さなかったな
ど、現行の取組を継続した場合、目
標達成には相当な期間を要したと考
えられるもの

⑤目標に向かっていない

主要な測定指標の全部又は一部が
目標を達成しなかっため、施策として
も目標達成に向けて進展していたと
は認められず、現行の取組を継続し
ても目標を達成する見込みがなかっ
たと考えられるもの



資料２ 目標管理型の政策評価の実施時期の重点化の状況

５

区分 行政機関名

公正取引委員会

復興庁

総務省

外務省

文部科学省

厚生労働省

環境省

内閣府

公害等調整委員会

法務省

国家公安委員会・警察庁

金融庁

消費者庁

財務省

農林水産省

経済産業省

原子力規制委員会

一部の施策を対象に評価

平成27年度から一部の施策を対象に評価予定

（注１）平成27年３月時点。
（注２）宮内庁は、事業評価方式による評価を基本としており、目標管理型の政策評価を実施していない。

  また、特定個人情報保護委員会、国土交通省及び防衛省は、平成26年度は目標管理型の政策評価の実施時期に当たっていないこと
     から、評価を実施しておらず、27年度以降に実施する予定となっている。

毎年度全施策を評価



資料３ 目標管理型の政策評価の今後の実施予定

６

行政機関名
目標管理型の
政策評価の
対象件数

平成22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 備考

公正取引委員会 8 7 7 8 1 4

復興庁 6 ― ― 3 1 0 平成25年度は23及び24年度に実施した施策を評価。

総務省 19 20 6 7 8 6 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

外務省 19 19 10 12 10 未定 平成25年度は総合評価方式による評価。

文部科学省 46 28 19 25 22 25 平成25年度に政策体系の見直しを実施。

厚生労働省 72 21 14 14 15 14 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

環境省 45 40 34 26 22 27

内閣府 78 78 62 5 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

公害等調整委員会 3 3 0 0

法務省 17 17 未定 未定 未定 未定

国家公安委員会・警
察庁

18 29 18 18 平成23年度に政策体系の見直しを実施。

金融庁 20 24 20 20 20 未定 平成24年度に政策体系の見直しを実施。

消費者庁 10 12 10 11 未定 未定 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

財務省 31 31 31 30 未定 未定 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

農林水産省 16 ― 16 16 16 16

経済産業省 27 27 27 未定 平成26年度に政策体系の見直しを実施。

原子力規制委員会 3 3 5 未定 未定 未定 平成25年度に政策体系の見直しを実施。

特定個人情報保護委
員会

3 0 0 3 未定 未定

国土交通省 44 0 44 0 44 0

防衛省 25 0 0 0 0 0
平成31年８月に25件の評価を実施予定。なお、中間段階の
評価として平成28年度あるいは29年度に評価を実施するこ
とを検討中。

（注６）平成27年度以降の件数は、各行政機関の平成26年度事前分析表等に基づき、27年度以降の評価の実施予定時期が明らかな場合は件数を記載し、計画期間内で明らかでない場合は未定とした。
（注７）宮内庁は、事業評価方式による評価を基本としており、目標管理型の政策評価を実施していない。

（単位：件）

（注５）各年度の件数は、総務省が送付を受けた評価書の数又は評価書において評価を実施した件数を年度別に整理した（目標管理型の政策評価書の送付がなかった年度は「―」とした）。
（注４）「目標管理型の政策評価の対象件数」は、各行政機関の平成26年度実施計画等に基づき、記載した。

一部の施策を
対象に評価

毎年度全施策を
評価

平成27年度から
一部の施策を

対象に評価予定

区分

平
成
2
6
年
度
に
評
価
を
実
施

平成26年度に
評価を実施せず

（注１）平成27年３月時点。

（注３）目標管理型の政策評価は、平成23年度に試行的取組として開始した。
（注２）「□」は基本計画の計画期間を表す。



資料４ 目標達成度合いの測定結果

７

行政機関名
目標超過

達成
目標達成

相当程度
進展あり

進展が
大きくない

目標に
向かって
いない

測定せず 計

内閣府 3 36 22 16 0 1 78

公正取引委員会 0 0 1 0 0 0 1

国家公安委員会・警察庁 0 5 10 3 0 0 18

金融庁 0 6 13 1 0 0 20

消費者庁 0 4 6 0 0 0 10

復興庁 0 1 0 0 0 0 1

総務省 0 1 4 1 0 0 6

公害等調整委員会 0 3 0 0 0 0 3

法務省 0 11 6 0 0 0 17

外務省 0 3 7 0 0 0 10

財務省 0 16 13 2 0 0 31

文部科学省 0 6 13 0 0 0 19

厚生労働省 2 11 0 1 0 0 14

農林水産省 0 1 15 0 0 0 16

経済産業省 0 7 17 0 0 3 27

環境省 0 9 10 3 0 0 22

原子力規制委員会 0 2 1 0 0 0 3

計 5(1.7%) 122(41.2%) 138(46.6%) 27(9.1%) 0(0%) 4(1.4%) 296(100%)

（単位：件）

（注１）宮内庁は、事業評価方式による評価を基本としており、目標管理型の政策評価を実施していない。
（注２）特定個人情報保護委員会、国土交通省及び防衛省は、平成26年度は目標管理型の政策評価の実施時期に当たって

いないことから、評価を実施しておらず、27年度以降に実施する予定となっている。
（注３）全ての測定指標において目標年度が平成26年度以降となっていたり、具体的な測定指標及び目標値の設定後に検

証を行うとされていたりすることから目標達成度合いの測定が行われていないものを「測定せず」として集計。



資料５ 各行政機関における工夫の例

●事前分析表における達成手段の達成目標への寄与の説明欄の設定（内閣府）

●事前分析表におけるアウトカム指標とアウトプット指標の明示（文部科学省）

（注）内閣府の事前分析表を総務省において簡略化した。

（注）文部科学省の事前分析表を総務省において簡略化した。

８

施策目標（テーマ） 達成目標

① 週1回以上のスポーツ実施率

平成24年度実績：（集計中）（平成24年度調査）

平成33年度目標：３人に２人（65％程度）

【活動指標（アウトプット）】

② 総合型地域スポーツクラブが創設されている市区町村の割合

平成24年度実績：78.2％

平成33年度目標：100％

③ 運営面や指導面において周辺の地域スポーツクラブを支える

平成24年度実績：モデル事業として33クラブを選定

平成33年度目標：全国300箇所程度

主な成果指標（アウトカム）/活動指標（アウトプット）

【成果指標（アウトカム）】

２ 生涯スポーツ社会の実現

･･･ ･･･

ことができる総合型地域スポーツクラブ（拠点クラブ）数

１ 地域スポーツ活動の推進に
よる「新しい公共」の形成に向
け、総合型地域スポーツクラブ
を中心とした地域スポーツ環境
を向上させるとともに、ライフス
テージに応じた安全なスポーツ
活動を推進するための環境を整
備することにより、国民の誰も
が、それぞれの体力や年齢、技
術、興味・目的に応じて、いつま
でもスポーツに親しむことができ
る生涯スポーツ社会が実現され
る。

基準年度 目標年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

１ 認定中心市街地活性化基本計
画のうち、国による認定と連携した
支援措置を受けているものの割合

100% 平成20年度 100% 平成25年度 100%

２ 計画期間終了後に行う 終フォ
ローアップ調査結果において、実績
数値が基準値（計画策定時）よりも
改善された目標指標の割合

－ 平成20年度 60% 平成25年度 60%

23年度 24年度

（１）中心市街地活性化の推進に必
要な経費（平成19年度）

2,311
（1,603）

12,102 10,802 1、2

中心市街地活
性化基本計画
を認定する。
（－）

達成手段
（開始年度）

中心市街地の活性化に関する法律に基づ
く中心市街地活性化基本計画の認定のた
めに、基本計画認定等に際しての現地調
査、成果事例集の作成等を行う。

基本計画の認定を受けることが、大規模小売店舗立地法の
特例の適用や基本計画に記載した事業に対する社会資本整
備総合交付金の交付率の拡大など、関係省庁の総合的な支
援を受けつつ、中心市街地の活性化のための事業に取り組
む端緒となる。

達成手段
の目標

（25年度）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

･･･

･･･

基準値

補正予算後
執行額 施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容達成手段の概要

25年度
予算額
（千円）

関連する指標

中心市街地活性化基本計画の認定

年度ごとの目標値目標値

施策名

達成すべき目標

測定指標

中心市街地の活性化が地域の社会、経済及び文化の発展に果たす役割の重要性に鑑み、中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的か
つ一体的に推進することを目的とする。



資料５ 各行政機関における工夫の例

●主要な測定指標の欄を設定（厚生労働省）

●予算等への反映状況を明示（農林水産省） ※厚生労働省及び文部科学省においても予算要求等の内容の明示あり

基準値 目標値 主要な指標 達成

23年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 毎年度

1,000 600 800 1,000 1,100 1,200 前年度以上

年度ごとの目標値 ― ― 800以上 1,000以上 1,100以上

基準値 目標値 主要な指標 達成

23年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 毎年度

2,700 2,500 3,000 2,700 3,100 3,200 前年度以上

年度ごとの目標値 ― ― 3,000以上 2,700以上 3,100以上

基準値 目標値 主要な指標 達成

23年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 毎年度

100 100 120 100 110 100 前年度以上

年度ごとの目標値 ― ― 120以上 100以上 110以上

○

実績値

×

実績値

○ ○

実績値

測定指標

指標Ａ
･･･の件数

指標Ｂ
○○の人数

指標Ｃ
××の件数

○

（注）農林水産省の評価書を総務省において簡略化した。

（注）厚生労働省の評価書を総務省において簡略化した。

９

基準値 目標値 達成

19年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

50人 38人 37人 39人 35人以下

年度ごとの目標値 42人以下 40人以下 38人以下 37人以下

予算

税制

その他
（法令、組織、定員等）

目標達成度合いの測定結果
（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

（判断根拠）・・・

評価結果の政策への
反映状況（主なもの）

・林業事業体の経営層をはじめとする組織全体の安全意識を高め自主的な安全活動を
促進させるため、新たに、林業分野の指導等を担える労働安全の専門家を養成し、その
活動を通じて地域の安全指導能力の向上を図るとともに、業界全体に安全意識の啓発を
行う「林業労働安全推進対策（新規）」を要求する。

―

―

測定指標
(ア) 林業労働死亡者数

実績値

Ｂ

政策分野名
【施策名】

林業の持続的かつ健全な発展

施策（１） 望ましい林業構造の確立とそれを担う人材の育成・確保

林業労働安全の向上目標③【達成すべき目標】



資料６ 政策評価と行政事業レビューの連携

施 策

「命をまもる」

政 策 目 的

平成25年度～平成24年度

地域の消防体制の強化
【目標】消防団員数の増加 等

施 策

住宅防火対策
【目標】住宅火災死者数減少 等

施 策

救急救命体制の強化
【目標】救命率の向上 等

救命講習による応急
手当の普及促進

傷病者の搬送・受入
体制の整備

・
・

行政事業レビュー
＜約5,000事業＞

政策評価
＜約500施策＞

（共通の様式）

事 務 事 業 事 務 事 業

政策評価と行政事業レビューの相互活用

・「政策評価の事前分析表」と「行政事業レビューシート」
の事業名と事業番号を共通化

・作業プロセスにおける連携を強化し、施策と事務事業
の状況を一体的に把握

行政事業レビュー
＜約5,000事業＞

政策評価
＜約500施策＞

（共通の様式）

～明確化・透明化～

施策の達成手段、実績、コスト情報 等

連 携

事前の想定の明示

「政策評価の
事前分析表」

各府省間の
統一性・一覧性の確保

「事後評価の
標準様式」

10



資料６ 政策評価と行政事業レビューの連携

11

平成25年度実施施策における政策評価と行政事業レビューとの連携に係る取組のフォローアップ結果（概要）
（平成26年３月総務省）

記載すべき事業は、一部を除き、適切に記載されているが、改善を要するものもみられた。
なお、事前分析表に記載されていない主な事業、事例は以下のとおり。

施策と事務事業との対応関係の整理

＜未記載の主な事業、事例＞
・移し替え予算で、要求府省に一括計上し、他府省で執行する事業
・単純な記載漏れ、記載省略
・事業名及び事業番号を共通化した事前分析表を未作成（平成25年度内の作成・公表に向けて作業中）

以下のような取組が実施された。

実施過程における関係部局間の連携

＜有識者会合関連＞
・政策評価有識者会合と行政事業レビュー有識者会合との合同会合を実施
・政策評価有識者会合と行政事業レビュー有識者会合を兼務する委員を任命
・政策評価有識者会合においてレビューシートを、行政事業レビュー有識者会合等において事前分析表や評価書を配布
・行政事業レビューの有識者会合公開プロセスに、政策評価担当課の職員も参画

＜政策評価担当課関連＞
・同一の担当課が、政策評価と行政事業レビューの取りまとめを実施
・評価書及びレビューシートの作成に当たり、政策評価広報課等と会計課等が、説明会、作業指示、確認作業などを共同で実施
・評価書とレビューシートの決裁などの府省内プロセスをまとめて実施
・評価書とレビューシートを同時に公表



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

12

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

内閣01 公文書管理制度の適正かつ円滑な運用 目標達成

内閣02 重要施策に関する広報 目標達成

内閣03 世論の調査 目標達成

内閣04 化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の廃棄処理 目標達成

内閣05 原子力災害対策の充実・強化 目標達成

内閣06 政府調達に係る苦情処理についての周知・広報 進展が大きくない

内閣07 対日直接投資の推進 進展が大きくない

内閣08 緊急雇用対策の実施 進展が大きくない

内閣09 道州制特区の推進 進展が大きくない

内閣10 「地域経済活性化支援機構法」に基づく地域活性化事業等の推進 目標達成

内閣11 民間資金等活用事業の推進（ＰＦＩ基本方針含む） 目標達成

内閣12 競争の導入による公共サービスの改革の推進（公共サービス改革基本方針含む） 目標達成

内閣13 市民活動の促進 相当程度進展あり

内閣14 NPO等の運営力強化を通じた復興・被災者支援の推進 目標達成

内閣15 国内の経済動向の分析 相当程度進展あり

内閣16 国内の経済動向に係る産業及び地域経済の分析 相当程度進展あり

内閣府



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

13

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

内閣17 海外の経済動向の分析 相当程度進展あり

内閣18 中心市街地活性化基本計画の認定 進展が大きくない

内閣19 構造改革特区計画の認定 進展が大きくない

内閣20 地域再生計画の認定 相当程度進展あり

内閣21 地域再生基盤強化交付金の配分計画の策定 目標超過達成

内閣22 地域再生支援利子補給金の支給 目標達成

内閣23 特定地域再生計画の推進 目標超過達成

内閣24 総合特区の推進 目標達成

内閣25 「環境未来都市」構想の推進 目標達成

内閣26 都市再生安全確保計画の策定の促進 相当程度進展あり

内閣27 地方分権改革に関する施策の推進 目標達成

内閣28 原子力研究開発利用に係る政策の検討・情報発信等 目標達成

内閣29 宇宙開発利用の推進 相当程度進展あり

内閣30 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進 相当程度進展あり

内閣31 防災に関する普及・啓発 相当程度進展あり

内閣府



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

14
（注）内閣38は、全ての測定指標において目標年度が平成26年度以降となっているため、目標達成度合いの測定が行われていない。

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

内閣32 国際防災協力の推進 相当程度進展あり

内閣33 災害復旧・復興に関する施策の推進 目標達成

内閣34 防災行政の総合的推進（防災基本計画） 目標達成

内閣35 地震対策等の推進 目標達成

内閣36 沖縄の自主性・自立性の確保に係る施策の推進 目標達成

内閣37 沖縄振興計画の推進に関する調査 目標達成

内閣38 沖縄における社会資本等の整備 ―

内閣39 沖縄の特殊事情に伴う特別対策 目標達成

内閣40 沖縄の戦後処理対策 目標達成

内閣41 子ども・若者育成支援の総合的推進 目標達成

内閣42 青少年インターネット環境整備の総合的推進（青少年インターネット環境整備基本計画） 目標達成

内閣43 子ども・子育て支援の総合的推進 進展が大きくない

内閣44 子ども・子育て支援、子ども・若者育成支援に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣45 食育の総合的推進（食育推進基本計画） 進展が大きくない

内閣46 食育に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣47 高齢社会対策の総合的推進（高齢社会対策大綱） 目標達成

内閣府



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

15

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

内閣48 高齢社会対策に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣49 バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣50 障害者施策の総合的推進（障害者基本計画） 目標達成

内閣51 障害者施策に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣52 交通安全対策の総合的推進（交通安全基本計画） 目標達成

内閣53 交通安全対策に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣54 犯罪被害者等施策の総合的推進（犯罪被害者等基本計画） 相当程度進展あり

内閣55 犯罪被害者等施策に関する広報啓発・連携推進等 相当程度進展あり

内閣56 自殺対策の総合的推進（自殺総合対策大綱） 目標達成

内閣57 自殺対策に関する広報啓発、調査研究等 進展が大きくない

内閣58 青年国際交流の推進 目標達成

内閣59 栄典事務の適切な遂行 相当程度進展あり

内閣60 男女共同参画に関する普及・啓発 相当程度進展あり

内閣61 男女共同参画を促進するための地方公共団体・民間団体等との連携 相当程度進展あり

内閣62 国際交流・国際協力の促進 目標達成

内閣63 女性に対する暴力の根絶に向けた取組 目標達成

内閣府



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

16

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

内閣64 女性の参画の拡大に向けた取組 相当程度進展あり

内閣65 仕事と生活の調和の推進 相当程度進展あり

内閣66 東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業 目標達成

内閣67 食品健康影響評価技術研究の推進 相当程度進展あり

内閣68 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進 相当程度進展あり

内閣69 新しい公益法人制度への円滑な移行と適正な法人運営の確保 相当程度進展あり

内閣70 特例民法法人の監督に関する関係行政機関の事務の調整 相当程度進展あり

内閣71 経済社会活動の総合的研究 目標達成

内閣72 国民経済計算 目標達成

内閣73 人材育成、能力開発 目標超過達成

内閣74 迎賓施設の適切な運営 相当程度進展あり

内閣75 北方領土問題解決促進のための施策の推進 進展が大きくない

内閣76 国際平和協力業務等の推進 目標達成

内閣77 科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡 目標達成

内閣78 民間人材登用等の推進 目標達成

内閣府



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

17

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

公取委01 競争政策の広報・広聴 相当程度進展あり

警察01 総合的な犯罪抑止対策の推進 相当程度進展あり

警察02 地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化 相当程度進展あり

警察03 良好な経済活動等の確保及び環境破壊等の防止 相当程度進展あり

警察04 重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上 相当程度進展あり

警察05 政治・行政・経済の構造的不正の追及の強化 進展が大きくない

警察06 振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動の強化 進展が大きくない

警察07 科学技術を活用した捜査の更なる推進 目標達成

警察08 被疑者取調べの適正化の更なる推進 目標達成

警察09 暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化 進展が大きくない

警察10 来日外国人犯罪対策の強化 相当程度進展あり

警察11 歩行者・自転車利用者の安全確保 目標達成

警察12 運転者対策の推進 相当程度進展あり

警察13 道路交通環境の整備 相当程度進展あり

公正取引委員会

国家公安委員会・警察庁



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

18

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

警察14 重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処 相当程度進展あり

警察15 大規模自然災害等の重大事案への的確な対処 目標達成

警察16 対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処 相当程度進展あり

警察17 犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等総合的な支援の充実 相当程度進展あり

警察18 情報セキュリティの確保とネットワーク利用犯罪等サイバー犯罪の抑止 目標達成

金融01 金融機関の健全性を確保するための制度・環境整備 目標達成

金融02 我が国金融システムの安定性を確保するための制度・環境整備 目標達成

金融03 金融システムの安定性を確保するための経済・市場全体にかかるリスクの把握と行政対応 相当程度進展あり

金融04 利用者が安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融05 資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融06 資産形成を行う者が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融07 市場インフラの構築のための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融08 市場機能の強化のための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融09 市場取引の公正性・透明性を確保するための制度・環境整備 相当程度進展あり

国家公安委員会・警察庁

金融庁



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

19

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

金融10 市場仲介機能が適切に発揮されるための制度・環境整備 相当程度進展あり

金融11 市場機能の発揮の基礎となる会計監査に関する制度・環境整備 目標達成

金融12 国際的な政策協調・連携強化 目標達成

金融13 アジア諸国における金融・資本市場の整備及び金融業の一層の開放に向けた政策協調 目標達成

金融14 金融サービスの提供者に対する事業環境の整備 相当程度進展あり

金融15 金融行政についての情報発信の強化 進展が大きくない

金融16 金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備 相当程度進展あり

金融17 金融行政を担う人材の確保と資質の向上 相当程度進展あり

金融18 学術的成果の金融行政への導入・活用 相当程度進展あり

金融19 金融行政における情報システムの活用 目標達成

金融20 災害発生時における金融行政の継続確保 相当程度進展あり

消費01 消費者政策の企画・立案・推進及び調整 目標達成

消費02 消費生活に関する制度の企画・立案・推進 相当程度進展あり

消費03 個人情報保護に関する施策の推進 相当程度進展あり

消費04 消費者に対する教育・普及啓発の企画・立案・推進 相当程度進展あり

金融庁

消費者庁
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

消費05 物価対策の推進 目標達成

消費06 地方消費者行政の推進 目標達成

消費07 消費者の安全確保のための施策の推進 相当程度進展あり

消費08 消費者取引対策の推進 目標達成

消費09 消費者表示対策の推進 相当程度進展あり

消費10 食品表示対策の推進 相当程度進展あり

復興01 「新しい東北」の創造に係る施策の推進 目標達成

総務01 行政評価等による行政制度・運営の改善 進展が大きくない

総務02 分権型社会を担う地方税制度の構築 相当程度進展あり

総務03 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 目標達成

総務04 情報通信技術高度利活用の推進 相当程度進展あり

総務05 電波利用料財源電波監視等の実施 相当程度進展あり

総務06 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 相当程度進展あり

復興庁

総務省

消費者庁
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

公調委01 公正かつ中立な立場からの公害紛争事件の迅速かつ適正な処理 目標達成

公調委02 国民の安全・安心に資するための公害紛争処理制度の利用の促進等 目標達成

公調委03
・鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は農業、林業その他の産業との調整
・土地利用に関する行政庁の適正な処分の確保

目標達成

法務01 法曹養成制度の充実 目標達成

法務02 裁判外紛争手続の拡充・活性化 相当程度進展あり

法務03 法教育の推進 目標達成

法務04 検察権行使を支える事務の適正な運営 相当程度進展あり

法務05 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備 目標達成

法務06 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施 相当程度進展あり

法務07 矯正施設の適正な運営に必要な民間委託等の実施 目標達成

法務08 保護観察対象者等の改善更生等 相当程度進展あり

法務09 医療観察対象者の社会復帰 目標達成

法務10 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施 目標達成

法務11 登記事務の適正円滑な処理 目標達成

公害等調整委員会

法務省
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

法務12 国籍・戸籍・供託事務の適正円滑な処理 目標達成

法務13 債権管理回収業の審査監督 相当程度進展あり

法務14 人権の擁護 目標達成

法務15 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 相当程度進展あり

法務16 出入国の公正な管理 目標達成

法務17 法務行政における国際協力の推進 目標達成

外務01 国際の平和と安定に対する取組 相当程度進展あり

外務02 国際経済に関する取組 相当程度進展あり

外務03 国際法の形成・発展に向けた取組 相当程度進展あり

外務04 的確な情報収集及び分析，並びに情報及び分析の政策決定ラインへの提供 相当程度進展あり

外務05 国内広報・海外広報・ＩＴ広報・文化交流・報道対策 相当程度進展あり

外務06 経済協力 相当程度進展あり

外務07 地球規模の諸問題への取組 相当程度進展あり

外務08 国際機関を通じた政務及び安全保障分野に係る国際貢献 目標達成

外務09 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献 目標達成

外務10 国際機関を通じた地球規模の諸問題に係る国際貢献 目標達成

法務省

外務省
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財務01

我が国における少子高齢化等の社会経済情勢の変化、厳しい財政状況を踏まえ、社会保障・税
一体改革を継続するとともに、国・地方のプライマリーバランスについて、2015年度までにその赤
字の対ＧＤＰ比を2010年度の水準から半減し、2020年度までに黒字化するとの財政健全化目標
達成に向け、歳入・歳出両面において財政健全化に向けて取り組む

相当程度進展あり

財務02
我が国の経済・社会の構造変化に対応するとともに、我が国の喫緊の課題に応えるため、「成長
と富の創出の好循環」の実現や社会保障と税の一体改革の着実な実施といった課題に対応する
ための税制を構築する

目標達成

財務03

経済金融情勢及び財政状況を踏まえつつ、市場との緊密な対話に基づき、国債発行計画の策定
等の国債管理政策を遂行し、中長期的な調達コストの抑制を図りながら、必要とされる財政資金
を確実に調達する。また、対象事業の重点化・効率化を図りつつ、政策的必要性等の観点から財
政投融資を活用するほか、地方公共団体等との連携の下、未利用国有地等の活用や庁舎及び
宿舎の 適化の推進など国有財産の有効活用に取り組む

相当程度進展あり

財務04

金融システムの状況を踏まえながら、関係機関との連携を図りつつ、金融破綻処理制度の整備・
運用を図るとともに、預金保険法等の法令に基づき、金融危機管理を行うことにより、金融システ
ムの安定の確保を図る。また、通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り組み高い品
質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に貢献する

相当程度進展あり

財務05

我が国経済の健全な発展に資するよう、地球的規模の問題への対応を含む国際的な協力等に
積極的に取り組むことにより、世界経済の持続的発展、国際金融システムの安定及びそれに向
けた制度強化、アジアにおける地域協力の強化、開発途上国の経済社会の発展、国際貿易の秩
序ある発展を目指すとともに、日本企業の海外展開支援等（成長戦略）も推進する

相当程度進展あり

財務06
総合目標１から５の目標を追求しつつ、震災対応に取り組むとともに、財政健全化と経済成長と
の両立を図る観点から、デフレ脱却・安定的な経済成長の実現に寄与することを目指し、関係機
関との連携を図りつつ、適切な財政・経済の運営を行う

相当程度進展あり

財務07 重点的な予算配分を通じた財政の効率化・質的改善の推進 相当程度進展あり

財務08 必要な歳入の確保 相当程度進展あり

財務09 予算執行の透明性の向上・適正な予算執行の確保 目標達成

財務10 決算の作成を通じた国の財政状況の的確な開示 進展が大きくない

財務省
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

財務11 地方の歳入・歳出、国・地方間の財政移転に関する事務の適切な遂行 相当程度進展あり

財務12 公正で効率的かつ透明な財政・会計に係る制度の構築及びその適正な運営 目標達成

財務13 我が国の経済・社会の構造変化に対応するとともに、喫緊の課題に応えるための税制の構築 目標達成

財務14 国債の確実かつ円滑な発行及び中長期的な調達コストの抑制 目標達成

財務15
財政投融資の対象として必要な事業を実施する機関への資金供給の確保と重点化・効率化及び
ディスクロージャーの徹底

目標達成

財務16 国有財産の適正な管理及び有効活用等と情報提供の充実 相当程度進展あり

財務17 庁舎及び宿舎の 適化の推進 相当程度進展あり

財務18 国庫金の正確で効率的な管理 目標達成

財務19 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止 目標達成

財務20 金融破綻処理制度の適切な整備・運用及び迅速・的確な金融危機管理 目標達成

財務21 内外経済情勢等を踏まえた適切な関税率の設定・関税制度の改善等 目標達成

財務22 多角的貿易体制の強化及び経済連携の推進、税関分野における貿易円滑化の推進 目標達成

財務23
関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに税関手続における利用者利便
の向上

進展が大きくない

財務24
外国為替市場の安定並びに国際金融システムの安定に向けた制度強化及びその適切な運用の
確保

目標達成

財務25
開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資金協力・知的支援を含む多様
な協力の推進

相当程度進展あり

財務26 アジア経済の発展と日本企業の海外展開支援等（成長戦略）の推進 目標達成

財務省
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財務27 政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保 目標達成

財務28 地震再保険事業の健全な運営 相当程度進展あり

財務29 安定的で効率的な国家公務員共済制度等の構築及び管理 相当程度進展あり

財務30 日本銀行の業務及び組織の適正な運営の確保 目標達成

財務31 たばこ・塩事業の健全な発展の促進と適切な運営の確保 目標達成

文科01 教育改革に関する基本的な政策の推進等 相当程度進展あり

文科02 生涯を通じた学習機会の拡大 相当程度進展あり

文科03 青少年の健全育成 相当程度進展あり

文科04 安全・安心で豊かな学校施設の整備推進 相当程度進展あり

文科05 教育機会の確保のための支援づくり 相当程度進展あり

文科06 義務教育に必要な教職員の確保 目標達成

文科07 大学などにおける教育研究基盤の整備 相当程度進展あり

文科08 意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進 相当程度進展あり

文科09 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 相当程度進展あり

文科10 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興 相当程度進展あり

財務省

文部科学省



資料７ 平成26年度評価実施施策等一覧

26

番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

文科11 科学技術システム改革の先導 目標達成

文科12 学術研究の振興 目標達成

文科13 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進 目標達成

文科14 原子力・核融合分野の研究・開発・利用の推進 相当程度進展あり

文科15 海洋分野の研究開発の推進 目標達成

文科16 生涯スポーツ社会の実現 相当程度進展あり

文科17 文化財の保存及び活用の充実 相当程度進展あり

文科18 日本文化の発信及び国際文化交流の推進 相当程度進展あり

文科19 国際交流の推進 目標達成

厚労01 医療従事者の資質の向上を図ること 目標達成

厚労02 政策医療を向上・均てん化させること 目標超過達成

厚労03 適正な移植医療を推進すること 目標達成

厚労04 医薬品の適正使用を推進する 目標達成

厚労05 生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、がんによる死亡者の減少を図ること 目標達成

厚労06 労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができる職場づくりを推進すること 目標達成

文部科学省

厚生労働省
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厚労07 豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること 進展が大きくない

厚労08
公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣等の適正な運営を確保する
こと

目標達成

厚労09 福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること 目標達成

厚労10 児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること 目標達成

厚労11 児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への支援体制の充実を図ること 目標達成

厚労12 戦没者遺骨収集帰還事業等を行うことにより、戦没者遺族を慰藉すること 目標達成

厚労13 企業年金等の健全な育成を図ること 目標達成

厚労14 国立試験研究機関の適切かつ効果的な運営を確保すること 目標超過達成

農水01 食の安全と消費者の信頼の確保 相当程度進展あり

農水02 国産農畜産物を軸とした食と農の結び付きの強化 相当程度進展あり

農水03 食品産業の持続的な発展 相当程度進展あり

農水04 意欲ある多様な農業者による農業経営の推進 相当程度進展あり

農水05 優良農地の確保と有効利用の促進 相当程度進展あり

農水06 農業生産力強化に向けた農業生産基盤の保全管理・整備 目標達成

農水07 持続可能な農業生産を支える取組の推進 相当程度進展あり

厚生労働省

農林水産省
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農水08 農業・農村における６次産業化の推進 相当程度進展あり

農水09 都市と農村の交流等及び都市とその周辺の地域における農業の振興 相当程度進展あり

農水10 農村の集落機能の維持と地域資源・環境の保全 相当程度進展あり

農水11 森林の有する多面的機能の発揮 相当程度進展あり

農水12 林業の持続的かつ健全な発展 相当程度進展あり

農水13 林産物の供給及び利用の確保 相当程度進展あり

農水14 水産資源の回復 相当程度進展あり

農水15 漁業経営の安定 相当程度進展あり

農水16 漁村の健全な発展 相当程度進展あり

経産01 経済基盤 相当程度進展あり

経産02 新陳代謝 相当程度進展あり

経産03 イノベーション 相当程度進展あり

経産04 基準認証 目標達成

経産05 経済産業統計 目標達成

経産06 ものづくり 相当程度進展あり

経済産業省

農林水産省
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

経産07 サービス 相当程度進展あり

経産08 クールジャパン 相当程度進展あり

経産09 IT 目標達成

経産10 流通・物流 相当程度進展あり

経産11 国際交渉・連携 目標達成

経産12 海外市場開拓支援 目標達成

経産13 貿易投資 相当程度進展あり

経産14 貿易管理 目標達成

経産15 経営革新・創業促進 相当程度進展あり

経産16 事業環境整備 相当程度進展あり

経産17 経営安定・取引適正化 相当程度進展あり

経産18 地域産業 目標達成

経産19 福島・震災復興 相当程度進展あり

経産20 資源・燃料 ―

経産21 新エネルギー・省エネルギー ―

経産22 電力・ガス ―

経済産業省
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経産23 環境 相当程度進展あり

経産24 産業保安 相当程度進展あり

経産25 製品安全 相当程度進展あり

経産26 商取引安全 相当程度進展あり

経産27 化学物質管理 相当程度進展あり

環境01 地球温暖化対策の計画的な推進による低炭素社会づくり 相当程度進展あり

環境02 国内における温室効果ガスの排出抑制 相当程度進展あり

環境03 森林吸収源による温室効果ガス吸収量の確保 相当程度進展あり

環境04 市場メカニズムを活用した海外における地球温暖化対策の推進 目標達成

環境05 国内及び国際的な循環型社会の構築 目標達成

環境06 各種リサイクル法の円滑な施行によるリサイクル等の推進 相当程度進展あり

環境07 一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 相当程度進展あり

環境08 産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 相当程度進展あり

環境09 廃棄物の不法投棄の防止等 目標達成

環境10 浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理 進展が大きくない

経済産業省

環境省
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番号 施策名 目標達成度合いの測定結果

環境11 東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理） 相当程度進展あり

環境12 環境リスクの評価 目標達成

環境13 環境リスクの管理 目標達成

環境14 国際協調による取組 進展が大きくない

環境15 国内における毒ガス弾等対策 目標達成

環境16 環境基本計画の効果的実施 目標達成

環境17 環境アセスメント制度の適切な運用と改善 目標達成

環境18 環境問題に関する調査・研究・技術開発 相当程度進展あり

環境19 環境情報の整備と提供・広報の充実 目標達成

環境20 放射性物質により汚染された廃棄物の処理 進展が大きくない

環境21 放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等 相当程度進展あり

環境22 放射線に係る一般住民の健康管理・健康不安対策 相当程度進展あり

原規委01 原子力関連規制の実施 目標達成

原規委02 原子力災害対策 相当程度進展あり

原規委03 原子力規制行政に対する信頼の確保 目標達成

環境省

原子力規制委員会


